
（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の称号
又は名称及び住所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

令和３年度単価契約ヘリコプター運航業務（あおぞら号）
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　堀田 治
名古屋市中区三の丸2-5-1名古屋合同庁舎第2号館

令和3年5月17日
朝日航洋株式会社
東京都江東区新木場４－７－４１

7010601041419

本業務は、中部地方整備局の災害対策用ヘリコプター「まんなか号」
が、点検・修理等により運航不能な時や、災害対策及び所管施設等の
管理・調査等のため、複数のヘリコプターの運航が必要な場合におい
て、その代替・補填のため、関東地方整備局の災害対策用ヘリコプ
ター「あおぞら号」の運航を行うものである。本業務を実施するには、航
空機運航業務に関する専門的な知識と豊富な経験を有し、突発的に
発生する災害に対して迅速且つ確実な運航体制を確立することが必
要となる。各整備局が所有する災害対策用ヘリコプターは、通常の民
間ヘリコプターには搭載されていない、各種カメラ（テレビカメラ、赤外
線カメラ等）・サーチライト・画像伝送用アンテナ等災害時の情報収集な
どに必要とされる装備を搭載している。朝日航洋株式会社は関東地方
整備局と「航空機「あおぞら号」運航管理業務（以下「運航管理業務」と
いう）」を契約中であり、「あおぞら号」について２４時間体制で操縦士、
整備士等の要員の確保がされている。また、航空法第７３条２項及び
航空法施行規則第１６４条１４項で義務付けられている機長による出発
前の確認を、運行管理業務の航空機の保管場所で実施できることか
ら、災害発生直後においても機体の移動を伴わず、極めて迅速且つ確
実に運航を開始できる体制を確立している。以上のことから、朝日航洋
株式会社は、本業務の遂行に必要な条件を満たす唯一の業者であ
り、同業者と契約を締結するものである。適用法令？ 会計法第２９条
の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

179,355 179,355 100.00%
単価契約
予定調達総額
２,１５２,２６０円

令和３年度単価契約多治見鑑定評価業務（岐阜県）
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局多治見砂防国道事務所長　加藤　仁志
多治見市小田町４丁目８番地６号

令和3年5月19日
有限会社水野不動産鑑定所
各務原市蘇原申子町１－７６

7200002008238

　本業務は、多治見砂防国道管内（岐阜県）の砂防及び道路事業用地
取得に係る標準地等の鑑定評価及び鑑定評価書（意見書等を含む）
の作成、並びにこれらに付随する業務について単価契約を実施するも
のである。　上記業者は、企画提案書の提出があった４者のうち、企画
提案書の内容、企業及び配置予定業務責任者の業務実績について総
合的に評価を行った結果、求める業務内容等に合致し、最も優れてい
ることから特定したものである。＜適用法令＞会計法第２９条の３第４
項予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

345,400 345,400 100.00%
単価契約
予定調達総額
4,159,100円

令和３年度　単価契約越美山系砂防事務所鑑定評価業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　越美山系砂防事務所長　丹羽　俊一
岐阜県揖斐郡揖斐川町極楽寺１３７番地

令和3年5月26日
不動産鑑定士伊藤事務所
岐阜県大垣市大井１丁目１８Ｃ２０１

〈企画競争方式〉　本業務は、越美山系砂防事務所が用地買収等のた
めに必要となる岐阜県本巣市及び岐阜県揖斐郡揖斐川町内（林地地
域、農地地域等）における評価依頼地の鑑定評価（意見等を含む）及
び鑑定評価書（意見書を含む）の作成並びにこれらに付随する諸業務
である。　上記業者は、企画提案書の提出があった３者のうち、企画提
案書の内容、企業及び予定業務責任者の業務実績について、総合的
に評価を行った結果、求める業務内容等に合致し、最も優れているこ
とから特定したものである。適用法令：会計法第２９条の３第４項
予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

345,400 345,400 100.00%
単価契約
予定調達総額
18,667,000円

令和３年度　静岡国道事務所広報誌面作成業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　静岡国道事務所長　篠田　宗純
静岡市葵区南安倍２丁目８番１号

令和3年5月26日
株式会社エイエイピー
静岡市森下町３－６

9080001000578

〈企画競争〉
１．業務名　　　令和３年度　静岡国道事務所広報誌面作成業務
２．契約の相手方　　株式会社エイエイピー
３．契約の概要
本業務は、静岡国道事務所管内において、交通規制や災害時対応
等への地域及び沿線住民の理解を得ることを目的に、その背景を説
明かるための広報誌面を作成し、情報誌に掲載するものである。
４．特定理由
 上記業者は、企画提案書の提出があった１者のうち企画提案及び
実績・信頼度、業務の実施方針、業務体制、特定テーマに対する提
案について、総合的に評価を行った結果、求める業務内容に合致し
最も優れていることから特定したものである。
５．適用法令　　　　会計法第２９条の３第４項予算決算及び会計令第１
０条の４第３号

2,887,500 2,887,500 100.00%

令和３年度　静岡国道管内景観形成等整理業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　静岡国道事務所長　篠田　宗純
静岡市葵区南安倍２丁目８番１号

令和3年5月28日
特定非営利活動法人地域づくりサポートネット
静岡市葵区安東２－２２－２４

5080005002038

〈企画競争〉
１．業務名　　　令和３年度　静岡国道管内景観形成等整理業務
２．契約の相手方　　　特定非営利活動法人　地域づくりサポートネット
３．契約の概要
  本業務は、国道１３９号の道の駅「朝霧高原」及び国道１号の
道の駅「宇津ノ谷峠」の利活用方策の検討整理、並びに富士山一
周サイクリングロードの走行空間整備のアクションプラン策定に
向けた、関係者による意見交換の場の企画・準備・運営により、
静岡国道管内における日本風景街道の取り組みを推進し、沿道の
維持管理の円滑な推進及び景観向上を図り、地域のイメージアッ
プと適切な景観管理に資することを目的とする。
４．相手方特定理由
上記業者は、企画提案書の提出があった唯一の者であり、企業
の実績・信頼度、業務の実施方針、実し方法・実施体制・工程表
について、総合的に評価を行った結果、求める業務内容等に合致
し優れていることから、特定したものである。
５．適用法令　　　会計法第２９条の３第４項予算決算及び会計令第１０
２条の４第３号

3,509,000 3,509,000 100.00%

令和３年度　名古屋国道全国「道の駅」シンポジウム運営業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　名古屋国道事務所長　望月　拓郎
名古屋市瑞穂区鍵田町２－３０

令和3年5月27日
コーエィ株式会社
群馬県前橋市上小出町１－９－１２

2070001001170

　上記業者は、企画提案書の提出があった４者のうち、企画提案書の
内容、企業及び配置予定管理技術者の業務実績、ワーク・ライフ・バラ
ンス等の推進に関する指標についての適合状況について総合的に評
価を行った結果、求める業務内容に合致し、最も優れていることから特
定したものである。

4,496,250 4,496,250 100.00%

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の称号
又は名称及び住所
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随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）
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公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

令和３年度　単価契約天竜川上流鑑定評価業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局天竜川上流河川事務所長　佐藤 保之
長野県駒ヶ根市上穂南７－１０

令和3年5月24日
（株）信州不動産鑑定
飯田市高羽町３－７－３

7100000102251

　本業務は、天竜川上流河川事務所が用地取得等のために必要とな
る評価対象地域における評価依頼地の鑑定評価（意見等を含む。）及
び鑑定評価書（意見書を含む。）の作成並びにこれらに付随する諸業
務を行うものである。　上記業者は、企画提案書の提出があった唯一
の者であり、配置予定業務責任者の実績、業務実施方針に対する企
画提案について、総合的に評価を行った結果、求める業務内容等に合
致し、優れていることから、特定したものである。　適用法令：会計法第
２９条の３第４項　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

345,400 342,100 99.04%
単価契約
予定調達総額
3,130,600円

（注1）公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に

単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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